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1.はじめに
「豆のある町　かわにし」プロジェクト

は、2014年から山形県川西町の町役場と

やまがた里の暮らし推進機構が地元産品の

活性化を目指して進めてきたものである。

その経緯の詳細については、すでに豆類時

報80号に掲載しているので、今回は2015

年12月に開催した「豆の展示会」について、

その開催概要をご報告しようと思う。

「豆の展示会」は、12月4日から三日間、

東京都台東区にある第二次世界大戦前に建

てられた和風住宅三棟をリニューアルし、

住居、レストラン、ショップ、カフェなど

に和室のギャラリーを併設した複合施設

「上野桜木あたり」で開催した。主催は、

やまがた里の暮らし推進機構と川西町役場

で、特産品である豆の広報宣伝と、農産品

の販売を行った。来場者は三日間で1,700

名を越し、販売実績も従来の催しを越す結

果となった。

2.豆の展示会の組み立て
今回は、「豆の展示会」を振り返りつつ、そ

こから、これから求められる拡販戦略につ

いて考えてみる。本プロジェクトは、2014

年にスタートしたが、当初は予算0円から

スタートし、SNSによる情報発信を先行

させた。また、規模の小ささや一見すると

従来の販売促進事業と変わりがないために

補助金を得ることなく進行してきた。その

ため、「ものを売ろうとせずに、情報を発

信する」というコンセプトに、「身の丈で

進める」という発想が付加された。

①PLACE　場所

当初、スタッフからも懸念の声が上がる

ような、馴染みがなく、駅前でも商店街で

もないような従来とは異なった会場を設定

した理由は次のようなものである。

「都内の安売りスーパーの前で産直市を

するから協力してくれと言われて、今まで

協力してきたが、もう限界だ。もう疲れた」。

山形県のある自治体の会議の後、首都圏

での販売促進に協力してきた食品製造業の

経営者が嘆いた。自治体が依頼したコンサ

ルタントが持ち込んできた話に飛び付き、

役所の資金も利用して、都内の商店街で産
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直のイベントを繰り返してきた。行政が交

通費や送料の補助を支給することが多く、

どうしても事業者側も甘くなり、地元と同

じか、時にはそれ以下の値段で販売してし

まう。結果、開催中は賑やかであるが、終

わると採算ラインを割っていることが多

く、長期的な販売への効果もないというこ

とが繰り返される。

役所やコンサルタントは、集客数だけで

成否を言うが、経営者としては利益が得ら

れなければ意味がない。交通費や送料の補

助を出しているために、赤字にはなってい

ないものの、それは販売を行うための人件

費などは含まれていない場合が大半であ

る。それは「ビジネス」としての継続性が

あるとは言えない。今後、政府や地方自治

体の財政状況がひっ迫する中で、漫然と今

までと同じように補助金に頼った「拡販」

事業が継続できるのかも、疑問である。

そもそも論として、漫然と、一度開催し

た場所での継続を行っているのではないか

という点と、コンサルタントや役所の論理

で進め、事業者の視点が欠落しているので

はないかという点から、会場の設定を見直

すことにした。

「ブランド化をしたい」、「うちの産品の

良さを訴えたい」と考える事業者は、地方

でも多い。農業者も例外ではない。そうな

ると、どこで販売するかも重要な視点であ

る。

「自社のイメージに合わないところでは

売らない。値引き販売しなくてはいけなく

なるようなところでは売らない。消費者は

よく見ている。あの商品は、あそこで安売

りしていたとなれば、イメージがすぐ落ち

る。」六次産業化を成功した関西地方のあ

る酪農事業者は、そのように指摘する。ま

た、東北地方から首都圏などに販売を広げ

た食品製造企業の経営者は、「地元の役所

や商工団体からは非協力的だと批判される

が、駅前や商店街の屋台でうちの商品を山

積みされたら、今までの努力が水の泡だ」

と指摘する。

消費者にとって、「どこで買ったのか」、

「どこで売っているのか」は非常に重要な

のだ。さらにそれは、販売する側のモティ

ベーションにも影響するのである。今回、

「産直市」、「物産市」という固定概念を捨

てるところから、会場選びを始めた。「物」

を販売するのではなく、「情報」を発信す

るというコンセプトを第一に据え、その情

報に合った会場を都内数か所に絞り込み、

最終段階で事務局も含め、現地をみた上で、

「上野桜木あたり」に決定したのである。

②PROMOTION　広報・宣伝

複合施設「上野桜木あたり」は、2015年

3月にオープンしたばかりだったのだが、わ

ずか半年余りで、特に若者向けのファッ

ション雑誌やテレビなどでたびたび取り上

げられるようになっていた。おしゃれな

ファッション雑誌に紹介されており、従来

の会場とは大きく異なるという共通認識が

スタッフの間に次第に醸成された。

女性スタッフから提案があったのは、「の

ぼりやはっぴは止める」ということだった。

「その代わり、豆の展示会ですから、丸い
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ということで、なにか水玉模様のものを身

につけましょう。」などと提案があった。さ

らに若手のスタッフからは、今までは「かっ

こが悪い」からと首都圏在住の知人や友人

にも知らせなかったことなどの意見が出さ

れた。広報や宣伝を行う際に、集客のこと

だけを考え、若手経営者や従業員が「行っ

てみたい」と思ってもらえるような拡販事

業を構築する発想が欠落していた。既存の

手法を無批判に継続していても、若手の積

極的な協力を得られなければ、徐々に力を

失っていくだけである。

もちろん、「はっぴとのぼりの廃止」は

問題を引き起こした。

「場所が判りにくい。のぼりを立てて集客

しろ。なんでこんな格好で売ってるんだ、

地方から来たんなら、地方らしく売り出せ！」

怒鳴り声を上げ、若いスタッフに詰め寄

る高齢の男性が入り口にやってきた。「気

にいらない。俺は地方を応援するために来

てやっているのに、なんだこれは」と怒鳴

る。この老人と同様に今回、「場所が判り

にくい」とのご指摘を来場者から、特にご

高齢の方たちからいただいたのは事実であ

る。しかし、内部的には大きな混乱も問題

も発生しなかった。むしろ、狙い通りの結

果が出ている証拠であるとの受け止め方を

した。

行政などが支援する既存の産直市や物産

展は、「応援してやろう」という上から目

線の「お客」に「格安」で物産を販売する

という傾向が強い。行政側は補助金を出し、

いかに多くの集客をするかに腐心し、販売

側は補助金で赤字が出ないなら行ってみる

か程度の気持ちで参加する。その結果、と

にかく誰でも良いから「お客」として集め

れば良いとなりがちなのだ。

今回、集客手法をSNSなどネットに特

化させた。葉書は、限定的に食品関連企業

や、特に飲食店関連の若手経営者やライ

ター、コンサルタントを中心に送付し、チ

ラシは顧客層が若いカフェやレストランを

中心に配布した。そもそも一般顧客層を

ターゲットにはしていなかった。インター

ネットを利用できない層には、確かに情報

は入らないし、場所も判り難い。

「多少判りづらくとも、興味があればネッ

トで情報を収集し、わざわざ出かけてくる」

層をターゲットとした。ターゲット層を明

確にし、それに対しての方策を講じること

は、限られた人員と資金である以上、重要

である。

そして、「多少判りづらくとも、興味が

あればネットで情報を収集し、わざわざ出

かけてくる」層は、自らの情報発信能力を

兼ね備えていることが多い。「お客がお客

を再生産」してくれる。従来型の「産直市

や物産市」の反省から、こうした一般客を

多数集客しても、利益確保に繋がっていな

い点や、その後の例えば中元や歳暮といっ

た高額商品の販売に継続していないことが

明らかになってきた。今回は、こうした一

般客の集客を「捨てる」ことで、後に継続

するための広報宣伝に重点を置くことにし

たのである。
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③PRICE　価格設定

6次産業化において、原材料を供給する

農林水産業者の利益率が、加工（製造）や

販売（流通）よりも極端に少ないことがし

ばしば指摘できる。その理由を聞くと「も

ともと廃棄していたものだから」、「そんな

に利益を上げなくても、とりあえず売れた

らと考えて」などいう回答が返ってくる。

果たして、それでビジネスとして継続性の

あるものになるのかという発想が欠けてい

るとしか思えない。

「農業をやっていると、なかなか他の地

域を見に行くきっかけがない。そうすると

自分たちの作っている物が、消費者にどの

ように判断されているのか、適正な価格は

どれくらいなのかの判断がつかなくなり、

他から来た人の言いなりになってしまって

いる」。農産物を自ら販売している農業経

営者はそう言う。

「豆の展示会」の打ち合わせでも、販売

価格に関して議論となった。今回、出展場

所やその周辺、期待できる来訪者から判断

して、「安売り」をする必要はないと判断し、

各自が「強気の」価格設定を心がけるよう

に、各参加事業者に依頼した。「売れなかっ

たら」という不安を口にする関係者もいた

が、今回はあくまで実験だという考えと、

下見をしてきた関係者の、あそこなら売れ

るという報告が、強く後押しした。

「いつもは、もう少し安くとか、高いと

か言われてきたのが、今回は高いというお

客さんがいなかった。もう少し高く値付け

をしても良かったかも」。販売を担当した

若手スタッフからは、こうした声が出た。

最終的には豆類に関して、従来の都内での

産直市や物産展を越す売り上げとなった。

もちろん単純に値段を上げた訳ではな

い、若手後継者や女性たちがパッケージや

レシピなど添付物を作成し、従来とは異

なった販売方法を試みたことも功を奏し

た。開催までに他の農業事業者や物販事業

者などの情報を、参加者間で共有できるよ

うインターネット上のフェイスブックに会

議室を設けた。

今後、TPPの影響などもあり農業経営

者にもそれぞれが自立した経営体制を確立

することが求められる。そうした農業経営

者と加工・製造業者、販売業者などが連携

して、地域経済の活性化を図っていくこと

が求められている。いかに「より良いもの

をより高く売るのか」が重要な課題になっ

ているのだ。そのためには、このような「高

く売る」ための実験が重要である。

④PRODUCTS　商品

「豆」に絞った展示会については、農業

者たちからも不安の声が聞かれた。しかし、

「豆」というアイテムで一点突破し、その後、

米などほかの産品に横展開していくという

戦略には、若手の農業者を中心に理解を示

してもらえた。

展示会前から始めていたプロジェクトを

通じて、紅大豆のサンプルを食品メーカー

や飲食店などに配布する努力が功を奏し、

マルヤナギ（株式会社小倉屋柳本・神戸市）

が新商品開発に当たり、紅大豆を使用する

ことを決定した。同社では、国産豆を
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100％とした新商品の開発を進めていた

が、そこで使用する豆の選定に困っていた

時に、折よく、神戸市の農業関係の研究会

で代表取締役社長の柳本一郎氏にサンプル

をお渡しでき、同社の開発部門の担当者が

川西町を訪問。2015年夏に新商品として

販売を開始した。「彩り国産大豆の蒸しサ

ラダ豆」として発売された新商品は、山形

県の新聞紙上でも紹介され、川西町のスー

パーなどに並び、地元住民にも川西産の

「豆」への関心を高める結果となった。

さらに、豆という製品の付加価値をいか

に高めるかという戦略の中で、会場の飲食

店とベーカリーにタイアップ・メニューを

持ちかけた。今回の会場となった複合施設

「上野桜木あたり」には、飲食店が二軒、ベー

カリーが一軒入っている。この施設は、台

東区のNPOが運営していることもあり、

関係者や経営者間の関係が密であるだけで

はなく、周辺の商店、飲食店経営者たちと

の関係も非常に良好である。川西町産の豆

を特別価格で提供することで、会期中、そ

れぞれの店舗で特別メニューを作ってもら

うという企画であった。実際に豆を使用し

た料理を会場で食べられることが、来場客

の購買意欲を高める結果となり、参加する

飲食店は次回から拡大する予定である。

「もの」だけを販売するのではなく、「情

報」という商品を付加する手法を前面に押

し出した今回の展示会には、大手食品メー

カーのマーケティング部門や営業部門の方

たちも来場いただき、今後の商品展開につ

いての情報交換もしていただけた。

3.これから
今回、催しを進める上で非常に物心両面

から強く支えられたのは、上野桜木あたり

を関するNPO法人たいとう歴史都市研究

会のみなさんと、テナントとして入ってい

る店舗のオーナーやスタッフのみなさんの

おかげであることも指摘しておきたい。

さらに、従来は希薄であった行政、農業

者、商工業者間での協力関係、情報の拡散

に協力していただいた編集者や記者、広報

にもご助力いただいた飲食店経営者のみな

さん、豆つながりでご協力をいただいた一

般財団法人全国豆腐連合会や一般社団法人

豆腐マイスター協会など、連携を拡げるこ

とができたのも大きな成果であった。

「豆の展示会」は、仙台ターミナルビル

株式会社から要請があり、JR山形駅ビル

「SPAL山形」で、ミニ凱旋展示会を2016

年3月19〜20日の2日間開催し、地元山形

県民にも広くアピールすることもできた。

すでに、2016年12月2日から3日間に、

ふたたび上野桜木あたりを会場に、第二回

の展示会を開催することが決定し、5月に

開業した川西町の農産物直売所「かわにし

森のマルシェ」には、豆の常設展示が行わ

れる。事務局は、補助金の獲得が難しく、

自主財源でのやりくりに頭を痛めている

が、あくまで「身の丈にあった」事業展開

を旨としている。今後は、豆を中心に据え

つつ、川西町の農産品PRへの横転換を作

り上げてきた連携を活用して展開していく

予定である。


